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(単位：千円)  
 資産の部
 Ⅰ 固定資産
  １ 有形固定資産
    土地 91,704,677

減損損失累計額 △ 38,291 91,666,386
    建物 217,803,628

減価償却累計額 △ 103,725,519
減損損失累計額 △ 139,510 113,938,598

    構築物 17,181,230
減価償却累計額 △ 8,771,135 8,410,094

    機械装置 1,723,215
減価償却累計額 △ 1,585,326 137,888

    工具器具備品 150,106,412
減価償却累計額 △ 123,128,195 26,978,216

    図書 26,929,813
    美術品・収蔵品 1,475,477
    船舶 68,768

減価償却累計額 △ 64,641 4,127
    車両運搬具 374,589

減価償却累計額 △ 271,058 103,531
    建設仮勘定 2,588,933
    その他 19,979

減価償却累計額 △ 17,757 2,221
有形固定資産合計 272,235,288

  ２ 無形固定資産
    特許権 191,776
    借地権 1,260
    商標権 1,676

ソフトウェア 242,627
その他 373,509

無形固定資産合計 810,850
  ３ 投資その他の資産
    投資有価証券 28,998,027
    関係会社株式 140,000

    破産，再生，更生，その他これらに準ずる債権 42,106
貸倒引当金 △ 42,106 －

    長期前払費用 3,041
    減価償却引当特定資産（注） 1,782,228
    国立大学法人等債償還引当特定資産（注） 105,000
    その他 17,481

投資その他の資産合計 31,045,778
固定資産合計 304,091,917

 Ⅱ 流動資産
    現金及び預金 43,763,987
    未収学生納付金収入 466,752

徴収不能引当金 △ 6,161 460,590
    未収附属病院収入 16,252,550

徴収不能引当金 △ 66,819 16,185,731
    未収入金 5,287,346

貸倒引当金 △ 61,720 5,225,626
    金銭の信託 5,936,953
    有価証券 1,098,630
    たな卸資産 39,066
    医薬品及び診療材料 1,344,578
    前渡金 35,958
    前払費用 359,453
    未収収益 54,034
    その他 95,340

流動資産合計 74,599,951
資産合計 378,691,869

貸 借 対 照 表

(令和 6 年 3 月 31 日 )
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 負債の部
 Ⅰ 固定負債
    長期繰延補助金等（注） 10,299,812
    長期寄附金債務（注） 7,359,975
    長期前受金 1,031,364

    大学改革支援・学位授与機構債務負担金 4,489,272
    長期借入金 19,386,299
    国立大学法人等債 10,000,000
    引当金

  退職給付引当金 1,649,877 1,649,877
    長期資産除去債務 1,081,932
    長期未払金 2,366,761
    長期リース債務 2,568,817
    長期ＰＦＩ債務 7,935,275
    その他 288

固定負債合計 68,169,676
 Ⅱ 流動負債
    運営費交付金債務（注） 2,952,634
    預り施設費（注） 2,252,176
    預り補助金等（注） 480,873
    寄附金債務（注） 27,093,915
    前受受託研究費（注） 5,528,488
    前受共同研究費（注） 4,017,384
    前受受託事業費等（注） 282,832
    前受金 791,579
    科学研究費助成事業等預り金 2,566,808
    預り金 788,955

    一年以内大学改革支援・学位授与機構債務負担金 2,324,556
    一年以内返済予定長期借入金 2,629,434
    未払金 19,298,331
    ＰＦＩ債務 468,988
    未払費用 120,897
    未払消費税等 141,818
    引当金

  賞与引当金 531,900 531,900
リース債務 571,069

流動負債合計 72,842,646
負債合計 141,012,322

 純資産の部
 Ⅰ 資本金
    政府出資金 111,241,393

資本金合計 111,241,393
 Ⅱ 資本剰余金
    資本剰余金 110,253,962
    減価償却相当累計額（－）（注） △ 77,844,800
    減損損失相当累計額（－）（注） △ 98,665
    利息費用相当累計額（－）（注） △ 169,342
    除売却差額相当累計額（－）（注） △ 777,222

資本剰余金合計 31,363,930
 Ⅲ 利益剰余金
    前中期目標期間繰越積立金（注） 40,923,822
    教育研究診療環境整備積立金（注） 16,657
    積立金 50,697,681
    当期未処分利益 3,436,061

3,436,061 )
利益剰余金合計 95,074,222
純資産合計 237,679,547

負債純資産合計 378,691,869

（注）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（うち当期総利益
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(単位 ： 千円)   
 経常費⽤
  業務費
   教育経費 7,276,217
   研究経費 12,679,487
   診療経費
    材料費 35,681,289
    委託費 4,809,047
    設備関係費 7,817,826
    研修費 9,832
    経費 2,486,966 50,804,962
   教育研究⽀援経費 3,164,970
   受託研究費 15,086,684
   共同研究費 4,979,190
   受託事業費等 1,187,923
   役員⼈件費 198,408
   教員⼈件費
    常勤教員給与 34,254,406
    ⾮常勤教員給与 1,498,587 35,752,994
   職員⼈件費
    常勤職員給与 28,068,965
    ⾮常勤職員給与 6,893,654 34,962,619 166,093,457
  ⼀般管理費 3,695,417
  財務費⽤
   ⽀払利息 383,567
   その他 47,316 430,884
  雑損 43,400
   経常費⽤合計 170,263,159
 経常収益
  運営費交付⾦収益（注１） 41,433,494
  授業料収益 12,008,297
  ⼊学⾦収益（注１） 1,849,807
  検定料収益 338,173
  附属病院収益 76,014,641
  受託研究収益（注１） 15,826,485
  共同研究収益（注１） 5,466,105
  受託事業等収益（注１） 1,215,243
  補助⾦等収益（注１） 7,022,570
  寄附⾦収益（注１） 5,624,577
  施設費収益 591,625
  研究関連収⼊ 2,280,563
  その他業務収益 297,517
  財務収益
   受取利息 3,958
   有価証券利息 21,745 25,703
  雑益
   財産貸付料収⼊ 2,042,962
   物品等売払収⼊ 411,909
   ⼿数料収益 11,055
   徴収不能引当⾦戻⼊益 1,295
   貸倒引当⾦戻⼊益 53,456
   動物病院収⼊ 572,066
   その他 602,003 3,694,749
   経常収益合計 173,689,554
 経常利益 3,426,394

損 益 計 算 書
（令和 5 年 4 ⽉ 1 ⽇〜令和 6 年 3 ⽉ 31 ⽇）
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 臨時損失
  前期損益修正損 24,491
  固定資産除却損 172,828
  撤去費⽤ 561,013
  災害損失 136,337
  減損損失 23,441 918,113
 臨時利益
  前期損益修正益 5,358
  固定資産売却益 8,708
  償却債権取⽴益 146 14,212
 当期純利益 2,522,494
 前中期⽬標期間積⽴⾦取崩額 913,566
 当期総利益 3,436,061

（注１）これらは、国⽴⼤学法⼈等固有の会計処理に伴う勘定科⽬である。

 当期総利益 3,436,061
   減価償却相当額 △ 5,060,556
   減損損失相当額 △ 1,390
   利息費⽤相当額 △ 7,662
   除売却差額相当額 23,313
   有価証券損益相当額（確定） −
   有価証券損益相当額（その他） −
   賞与引当増加相当額 43,835
   退職給付引当増加相当額（*1） △ 763,945
   ⼩計 △ 5,766,406
 施設費収益相当額 3,198,479
 その他 1,159,890

資本剰余⾦を減額したコスト等を含めた損益相当額 2,028,024

（*1）退職給付引当増加相当額のうち、43,903千円は国⼜は地⽅公共団体からの出向職員に係るものである。

（注３）科学研究費助成事業等に関する注記
 当期受⼊額 6,875,854
 当期⽀出額 6,901,782

（注２）資本剰余⾦を減額したコスト等に関する注記
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(単位：千円)

111,241,393 111,241,393 112,190,160 △ 73,067,197 △ 97,915 - - △ 163,080 △ 6,810,109 - 32,051,857

Ⅰ 資本金の当期変動額

出資金の受入 - - - - - - - - - - -

土地の譲渡に伴う大学改革支援・学位授与機構へ
の納付による減資

- - - - - - - - - - -

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 - - 3,211,337 - - - - - - - 3,211,337

固定資産の除売却 - - - 228,604 640 - - - △ 261,681 - △ 32,436

減価償却 - - - △ 5,060,556 - - - - - - △ 5,060,556

固定資産の減損 - - - - △ 1,390 - - - - - △ 1,390

時の経過による資産除去債務の増加 - - - - - - - △ 7,662 - - △ 7,662

資産除去債務の履行に伴う取り崩し - - - 54,349 - - - 1,399 - - 55,749

土地の譲渡に伴う大学改革支援・学位授与機構へ
の納付等

- - - - - - - - - - -

有価証券に係る確定損益 - - - - - - - - - - -

有価証券に係る評価損益 - - - - - - - - - - -

出えん金の受入 - - - - - - - - - - -

その他の資本剰余金の当期変動額（純額） - - - - - - - - - - -

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１） 利益の処分又は損失の処理

    前中期目標期間からの繰越し - - - - - - - - - - -

    利益処分による積立 - - - - - - - - - - -

    利益処分（又は損失処理）による取り崩し - - - - - - - - - - -

    国庫納付金の納付 - - - - - - - - - - -

（２） その他

    当期純利益（又は当期純損失） - - - - - - - - - - -

    前中期目標期間繰越積立金取崩額 - - 1,147,032 - - - - - - - 1,147,032

    目的積立金取崩額 - - - - - - - - - - -

    その他の利益剰余金の当期変動額（純額） - - - - - - - - - - -

Ⅳ 評価・換算差額等の当期変動額（純額） - - - - - - - - - - -

当期変動額合計 - - 4,358,369 △ 4,777,602 △ 750 - - △ 6,262 △ 261,681 - △ 687,926

当期末残高 111,241,393 111,241,393 116,548,530 △ 77,844,800 △ 98,665 - - △ 169,342 △ 7,071,790 - 31,363,930

除売却差額相当
累計額(－)

民間出えん金

当期首残高

当期変動額

資本
剰余金
合計

純 資 産 変 動 計 算 書

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

Ⅰ 資本金 Ⅱ 資本剰余金

政府
出資金

資本金
合計

資本
剰余金

減価償却相当累
計額(－)

減損損失相当
累計額(－)

有価証券損益
相当累計額(確

定)(±)

有価証券損益
相当累計額(そ

の他)(±)

利息費用相当
累計額(－)

-5-



(単位：千円)

うち当期総利
益(又は当期総

損失)

42,984,421 - - 50,714,338 - 93,698,759 - - 236,992,011

Ⅰ 資本金の当期変動額

出資金の受入 - - - - - - - - -

土地の譲渡に伴う大学改革支援・学位授与機構へ
の納付による減資

- - - - - - - - -

Ⅱ 資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 - - - - - - - - 3,211,337

固定資産の除売却 - - - - - - - - △ 32,436

減価償却 - - - - - - - - △ 5,060,556

固定資産の減損 - - - - - - - - △ 1,390

時の経過による資産除去債務の増加 - - - - - - - - △ 7,662

資産除去債務の履行に伴う取り崩し - - - - - - - - 55,749

土地の譲渡に伴う大学改革支援・学位授与機構へ
の納付等

- - - - - - - - -

有価証券に係る確定損益 - - - - - - - - -

有価証券に係る評価損益 - - - - - - - - -

出えん金の受入 - - - - - - - - -

その他の資本剰余金の当期変動額（純額） - - - - - - - - -

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１） 利益の処分又は損失の処理

    前中期目標期間からの繰越し - - - - - - - - -

    利益処分による積立 - 16,657 50,697,681 △ 50,714,338 - - - - -

    利益処分（又は損失処理）による取り崩し - - - - - - - - -

    国庫納付金の納付 - - - - - - - - -

（２） その他

    当期純利益（又は当期純損失） - - - 2,522,494 2,522,494 2,522,494 - - 2,522,494

    前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 2,060,598 - - 913,566 913,566 △ 1,147,032 - - -

    目的積立金取崩額 - - - - - - - - -

    その他の利益剰余金の当期変動額（純額） - - - - - - - - -

Ⅳ 評価・換算差額等の当期変動額（純額） - - - - - - - - -

当期変動額合計 △ 2,060,598 16,657 50,697,681 △ 47,278,277 3,436,061 1,375,462 - - 687,535

当期末残高 40,923,822 16,657 50,697,681 3,436,061 3,436,061 95,074,222 - - 237,679,547

当期首残高

当期変動額

積立金
当期未処分利益
(又は当期未処理

損失)

利益剰余金(又
は繰越欠損金)

合計

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

純資産
合計前中期目標期間

繰越積立金
目的積立金

Ⅲ 利益剰余金(又は繰越欠損金) Ⅳ 評価・換算差額等

評価・換算差
額等合計

その他有価証
券評価差額金

純 資 産 変 動 計 算 書
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 75,528,409

人件費支出 △ 75,730,408

その他の業務支出 △ 3,872,898

運営費交付金収入 42,650,616

授業料収入 10,600,428

入学金収入 1,547,202

検定料収入 338,311

附属病院収入 76,277,306

受託研究収入 16,353,726

共同研究収入 5,262,359

受託事業等収入 1,063,880

補助金等収入 7,858,022

寄附金収入 4,906,342

動物病院収入 577,199

その他の業務収入 5,651,984

科学研究費助成事業等預り金の減少 △ 452,514

立替金・預り金の増減による収入 66,119

  小 計 17,569,267

国庫納付金の支払額 －

業務活動によるキャッシュ・フロー 17,569,267

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

金銭信託の取得による支出 △ 2,740,290

金銭信託の償還による収入 39,137

定期預金の預入による支出 △ 36,500,000

定期預金の払戻による収入 32,000,000

有価証券の取得による支出 △ 9,246,219

有価証券の償還による収入 1,300,452

関係会社株式の取得による支出 △ 140,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 11,585,604

有形固定資産の撤去による支出 △ 561,013

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 11,623

投資その他の資産の取得による支出 △ 353

投資その他の資産の返還による収入 300

減価償却引当特定資産の繰入による支出 △ 466,416

減価償却引当特定資産の取崩による収入 212,823

施設費による収入 3,442,069

資産除去債務の履行による支出 △ 53,020

  小 計 △ 24,286,514

利息及び配当金の受取額 277,191

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 24,009,322

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

国立大学法人等債の発行による収入 9,952,683

大学改革支援・学位授与機構への返済による支出 △ 2,529,707

国立大学法人等債償還引当特定資産の繰入による支出 △ 105,000

長期借入金の返済による支出 △ 2,589,462

長期借入れによる収入 618,160

リース債務の返済による支出 △ 589,064

PFI債務の返済による支出 △ 1,082,534

割賦債務の返済による支出 △ 283,484

  小 計 3,391,589

利息の支払額 △ 308,030

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,083,559

Ⅳ 資金に係る換算差額 52,073

Ⅴ 資金減少額 △ 3,304,421

Ⅵ 資金期首残高 42,568,409

Ⅶ 資金期末残高 39,263,987

キャッシュ・フロー計算書

（ 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 ）

（単位：千円）  
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（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 3,436,061,493

当期総利益 3,436,061,493

Ⅱ 利益処分額

積立金 2,892,656,870

国立大学法人法第35条の２において
準用する独立行政法人通則法第
44条第３項により文部科学大臣
の承認を受けた額

教育研究診療環境整備積立金 543,404,623 543,404,623 3,436,061,493

利益の処分に関する書類

自　令和５年４月１日　　至　令和６年３月３１日

（令和６年１２月２４日）
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注 記 事 項
Ⅰ．重要な会計方針 
国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告

書」（国立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月１０日改訂）及び「「国立大学法人会計基
準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 
令和５年４月１３日最終改訂））を適用して、財務諸表を作成しております。 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 
原則として、期間進行基準を採用しております。 
なお、退職一時金及び教育・研究基盤維持経費（追加交付分及び補正予算）については費用

進行基準を、機構長が事業の範囲を定めて指定した事業については業務達成基準を、文部科学
省が指定する基幹運営費交付金（ミッション実現加速化経費）及び特殊要因運営費交付金につ
いてはその指定する収益化基準を採用しております。 

２．減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産

定額法を採用しております。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としておりますが、主な資産の耐用年

数は次のとおりです。 
建  物     ３～５０年 
構 築 物 ３～７５年 
機械装置 ５～１７年 
工具器具備品   ２～２０年 
なお、受託研究収入、共同研究収入、受託事業収入により購入した償却資産のうち当該資

産が当該研究の終了後に他の目的に使用することが困難な場合には、当該研究期間を耐用年
数としております。 
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第７８）及び資産除去債務に対応する特定

の除去費用等（国立大学法人会計基準第８５）に係る減価償却相当額については、減価償却
相当累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

（２）無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基

づいております。 

３．賞与引当金及び見積額の計上基準 
賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への賞与の支払

いに備えるため、国立大学法人会計基準第８１第１項に基づき、当該教職員に対する賞与支給
見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 
また、上記以外の役員及び教職員の賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措

置がなされるため、賞与引当金は計上しておりません。 
なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、国立大学法人

会計基準第８１第２項に基づき、当事業年度末の賞与引当相当額から前事業年度末の同相当額
を控除した額を計上しております。 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員の退

職給付に備えるため、期末自己都合退職金要支給額に基づき退職給付引当金を計上しておりま
す。 
また、退職一時金のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、退職給

付に係る引当金は計上しておりません。 
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なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、国立大学
法人会計基準第８２第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額
を計上しております。岐阜大学における過去勤務債務及び数理計算上の差異は、それぞれ発生
した事業年度に全額費用処理しております。 

５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

６．有価証券及び金銭信託の評価基準及び評価方法 
（１）満期保有目的債券

償却原価法（利息法）により評価しております。
（２）関係会社株式

移動平均法による原価法（持分相当額が下落した場合は、持分相当額）を採用しておりま
す。 

（３）その他有価証券
市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法により評価しております。
市場価格のない株式等以外のものについては、期末日の市場価格等に基づく時価法により

評価しております。 
（４）金銭の信託

期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。

７．収益及び費用の計上基準 
（１）附属病院の診療に係る収益

附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者または患者から支出された医
療費（診療費）であり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を負
っております。当該履行義務は、診療行為等のサービス等を実施した一時点において充足さ
れると判断し、収益を認識しております。 

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
評価基準 低価法 
評価方法 移動平均法 
ただし、一部のたな卸資産については、最終仕入原価法を適用しております。 

９．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

10．リース取引の会計処理 
リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 
また、リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース

取引の未経過リース料は以下のとおりであります。 
（１）貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 49,884千円 
（２）貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 38,178千円 

11．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。 

（会計方針の変更） 
受託研究等収入により購入した償却資産については、当該研究期間を耐用年数としておりま
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したが、改訂後の国立大学法人会計基準等を適用し、当該研究の終了後も使用する予定である
償却資産については、国立大学法人会計基準上の一般的耐用年数を採用しております。 
この結果、当事業年度において、経常利益が 803,865千円増加し、臨時損失が 1,635千円減

少し、当期純利益及び当期総利益が 805,500千円増加しております。 

Ⅱ．貸借対照表関係 
１．担保提供資産及び対応する債務 

①担保に供している資産  土地 9,621,007千円 
    建物 16,341,784千円 

②対応する債務     長期借入金 22,015,733千円 
    （１年以内返済予定分 2,629,434千円を含む） 

２．運営費交付金から充当されるべき賞与引当相当額 2,341,268千円 

３．運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 29,530,037千円 

４．債務保証の総額 6,813,828千円 

５．利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 
①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価
等により、借入金見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担
額を下回っていたこと等によるもの
・附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 116,965,106千円 
・当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 84,988,446千円 
・利益剰余金に与える影響額（差引き） 31,976,659千円 
②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価
償却費見合いの収益化額が二重になっていることによるもの
・法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計
上していた額のうち、資産の減価償却費が診療経費に分類されるも
のに関する当該負債の収益化累計額 3,721,080千円 
③国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未
収附属病院収入のうち、国からの出資でなく譲与としたことによる
もの 331,418千円 
④国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医
薬品及び診療材料について、国からの出資でなく譲与としたことに
よるもの     794,084千円 

36,823,243千円 

６．未収附属病院収入に含まれる契約資産は重要性が乏しいため、注記を省略しております。 

７．前受金に含まれる契約負債は重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
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８．土地の譲渡に伴う資本金の減少 
名    称 佐久島団地 

譲渡した土地の帳簿価額及び
その概要 

帳簿価額：3,470千円 
面 積：985.39㎡ 
所 在 地：愛知県西尾市一色町佐久島掛梨 49 番 4、影無

12番 2 
譲 渡 理 由 保有財産の見直しにより不要と判断したため 
譲渡収入の額 4,237千円 

独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構への納付額の算
定に当たり譲渡収入より控除
した費用の額 

18,084千円 

独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構への納付額 ― 

独立行政法人大学改革支援・
学位授与機構への納付が行わ
れた年月日 

― 

減  資  額 ― 

Ⅲ．損益計算書関係 
１．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価 
  等により、借入金見合いの資産の額が、当該借入金に係る債務負担 
  額を下回っていたこと等によるもの 

・附属病院に関する借入金の元金償還額 5,119,169千円 
・当該借入金により取得した資産の減価償却費 2,782,371千円 
・当期総利益に与える影響額（差引き） 2,336,798千円 

２．運営費交付金等、寄附金及び預り補助金等を財源とする固定資産の減損額のうち、中期計画
等で想定した業務運営を行ったにもかかわらず生じた減損額は 14,971千円であります。 

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書関係 
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

２．重要な非資金取引 

現金及び預金 43,763,987千円 
うち定期預金 4,500,000千円 
（差引き）資金残高 39,263,987千円 

①現物寄附による資産の取得 1,795,183千円 
現物寄附による少額資産等の取得 489,071千円 

②ファイナンス・リースによる資産の取得 893,763千円 
③割賦購入契約による資産の取得 664,730千円 
④PFI による資産の取得 423,654千円 

-12-



Ⅴ．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 
Ⅰ 業務費用 
（１） 損益計算書上の費用 171,181,272千円 
（２）（控除）自己収入等 △120,794,166千円

業務費用合計 50,387,106千円 
Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等 5,766,406千円 
Ⅲ 機会費用 

国又は地方公共団体の無償又は減額された 
使用料による貸借取引の機会費用 28,376千円 
政府出資の機会費用 1,002,166千円 
無利子又は通常よりも有利な条件による融資取 
引の機会費用 131,573千円 1,162,116千円 

Ⅳ （控除）国庫納付額 ― 
Ⅴ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に 57,315,629千円 

帰せられるコスト 

国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費用の
計上方法 
（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

近隣の地代や賃借料等を参考に計算しております。
（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の期末日利回りを参考に 0.725%で計算しております。
（３）国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した

利率
１０年利付国債の期末日利回りを参考に 0.725%で計算しております。

Ⅵ．金融商品に関する事項 
１．金融商品の状況に関する事項 

 当法人は、資金運用については預金、国債、地方債、政府保証債及び金銭信託等、主に安全
性の高い金融商品に限定し、資金調達については大学改革支援・学位授与機構からの借入れ及
び国立大学法人等債の発行により実施しております。 
 資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条の２が準用する独立行政法人通則法第４７条
及び国立大学法人法第３３条の５第２項の規定に基づき、公債、政府保証債、投資適格以上の
社債及び金銭信託等を保有しております。当該運用資産は、金利や為替の変動による市場リス
クや信用リスク、また資産の特性による流動性リスクを包含しておりますが、東海国立大学機
構資金運用規程に基づき適切なリスク管理を実施し、資金の運用状況や管理運用業務の実施状
況を監視するために設置された資金運用管理委員会に報告しております。また、未収附属病院
収入は、東海国立大学機構会計事務取扱細則に沿ってリスク管理を行っております。
大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び同機構からの長期借入金の使途は附属病院の整

備資金であり、文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 
国立大学法人等債の使途は、施設の設置・整備等であり、文部科学大臣の事前承認に基づい

て債券を発行しております。 
また、当法人は産業競争力強化法第２１条に基づく出資を行っておりませんが、関係会社株

式を保有しております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 
  期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。 また、現金は注記を省略し
ており、預金、未収入金及び未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること
から、注記を省略しております。 

（単位：千円） 
貸借対照表計上額

（*1） 
時価（*1） 差額（*1） 

（1）有価証券及び投資有価証券
① 満期保有目的債券
② その他有価証券

（2）減価償却引当特定資産（*2）
（3）金銭の信託
（4）未収附属病院収入

徴収不能引当金（*3）

（5）大学改革支援・学位授与機構
債務負担金

（6）長期借入金
（7）リース債務
（8）PFI 債務
（9）国立大学法人等債

20,971,982 
1,764,684 
1,782,228 
5,936,953 

16,252,550 
△66,819

20,486,173 
1,764,684 
1,782,228 
5,936,953 

16,252,550 
△66,819

△485,809
― 
― 
― 
― 
― 

16,185,731 

（6,813,828） 
（22,015,733） 
（3,139,887） 
（8,404,263） 
（10,000,000） 

16,185,731 

（6,876,209） 
（21,699,683） 
（3,096,645） 
（8,731,173） 
（9,413,000） 

― 

（62,380） 
（△316,049）
（△43,242）
（326,909）

（△587,000）

（*1）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
（*2）減価償却引当特定資産には、預金 1,782,228 千円が含まれております。 
（*3）未収附属病院収入に計上している徴収不能引当金を控除しております。 

（注１）市場価格のない株式等は次のとおりであります。 

（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 7,359,975 

関係会社株式 140,000 

（注 2）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
   金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 
レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格によ

り算定した時価 
レベル 2の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価 
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時
価を分類しております。 
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有価証券及び投資有価証券 
国債、地方債及び社債は相場価格を用いて評価しております。国債は活発な市場で取 

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当法人が 
保有している地方債及び社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価 
格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。 

減価償却引当特定資産 
減価償却引当特定資産は預金で構成されております。 
預金は帳簿価額をもって時価としております。 

金銭の信託 
相場価格を用いて評価しております。当法人が保有している金銭の信託は、市場での 

取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベ 
ル２の時価に分類しております。

未収附属病院収入 
未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保または保証による回収見込額 

等を用いた割引現在価値法により時価を算定しており、レベル３の時価に分類しており 
ます。その他の未収附属病院収入は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似す 
ることから、帳簿価額をもって時価としております。 

大学改革支援・学位授与機構債務負担金、長期借入金、リース債務、PFI 債務及び国立大
学法人等債 

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した 
利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

Ⅶ．収益認識に関する注記 
 当法人は、以下に記載する内容を除き、国立大学法人会計基準第７７における収益に重要性が
乏しいため、注記を省略しております。 
（１）収益認識の分解情報

当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、国立大学法人会計基
準第７７を適用する取引に係る主なサービス等の種類と収益の額は、附属病院の診療によ
る附属病院収益 76,014,641千円であります。 

（２）収益を理解するための基礎となる情報
「Ⅰ．重要な会計方針」の「７．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりでありま

す。 
（３）当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引価格に重要なものはないため、
注記を省略しております。 

Ⅷ．賃貸等不動産関係 
 当法人は、岐阜県、愛知県その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸
等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。 
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Ⅸ．重要な債務負担行為 
１．PFI 事業 

（単位：千円） 

件     名 契約額 うち翌期以降 
支払額 

名古屋大学（東山）地域連携グローバル人材育成拠点施設
整備等事業 7,890,554 6,548,465 

名古屋大学インターナショナルレジデンス大幸等整備事
業 2,808,832 2,414,479 

手術棟施設及び敷地内薬局施設整備運営等事業 1,800,000 1,572,000 

 
 
２．重要な工事請負契約 

（単位：千円） 

件     名 契約額 うち翌期以降 
支払額 

東海国立大学機構（東山）Common Nexus 新営その他工
事 4,602,284   2,953,333 

東海国立大学機構（東山）Tokai Open Innovation Complex
新営その他工事 913,418 38,064 

東海国立大学機構（東山）Common Nexus 新営その他機
械設備工事 354,750 216,150 

東海国立大学機構（東山）Common Nexus 新営その他電
気設備工事 323,235 196,955 

 
 
３．重要な物品供給契約 

（単位：千円） 

件     名 契約額 うち翌期以降          
支払額 

スーパーコンピュータシステム 一式 4,454,960 937,886 

手術棟医療機器及び保守費用 一式 1,189,861 951,888 

総合検体検査システム 一式 1,088,564    399,140    

情報教育基盤システム 一式 881,804 205,340 

遠隔操作型内視鏡下手術システム 一式 393,873 225,070 

教育･研究用先端計算機システム 一式 384,186 76,837 
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Ⅹ． 減損会計関係 
１．減損を認識した固定資産 
 ①減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

（単位：千円）  

用  途 種 類 場  所 帳簿価額 

職員宿舎 建 物 
猪高町宿舎 
（愛知県名古屋市名東区亀の井2丁目38番） 7,356 

職員宿舎 建 物 
幸川町宿舎 
（愛知県名古屋市千種区幸川町3丁目7番） 17,476 

 
 ②減損の認識に至った経緯 
 猪高町宿舎、幸川町宿舎については、築年数が 50 年を超えており、老朽化し耐震性等に問題のあるもの
は、建替等は行わず廃止することが役員会にて決定がされており、令和 5 年 3 月 31 日に廃止され建物等に
ついて使用見込みがないため、減損を認識しました。 

 
③減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳 

                                         （単位：千円） 

場  所 種 類 減損額 うち損益計算書に 
計上した金額 

うち損益計算書に 
計上していない金額 

猪高町宿舎 建 物 7,356 5,965 1,390 
幸川町宿舎 建 物 17,476 17,476 ― 

 
  ④減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合の当該資産の概要及び当該資産が

一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由 
猪高町宿舎、幸川町宿舎については、当該建物とこれに附属する設備は一体となってそのサービスを提供

するため、これらを一体として判定しております。 
 

⑤回収可能サービス価額の算定方法 
   猪高町宿舎、幸川町宿舎の建物・構築物の回収可能サービス価額は、使用価値相当額（０円）により算定

しています。 
 
２．減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く） 
 ①減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

（単位：千円）  

用  途 種 類 場  所 帳簿価額 

研究施設 建 物 
RI研究棟 

 （岐阜県岐阜市柳戸1番1） 45,318 

課外活動施設 建 物 
合宿所 
（岐阜県岐阜市柳戸1番1） 5,674 

福利厚生施設 建 物 
六本松住宅2号棟 

 （岐阜県岐阜市大字長良字六本松3091番1） 62,873 

福利厚生施設 建 物 
六本松住宅3号棟 
（岐阜県岐阜市大字長良字六本松3091番1） 88,045 

 
 ②認められた減損の兆候の概要 

   ＲＩ研究棟、合宿所、六本松住宅２号棟及び３号棟については、稼働率の著しい低下が見られます。 
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 ③減損を認識するに至らなかった根拠 
   ＲＩ研究棟、合宿所、六本松住宅２号棟及び３号棟については、将来の使用の見込みがあるため、減損を認

識しておりません。 
 
３．翌事業年度以降の特定の日以後使用しないという決定をした固定資産  

  ①使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要   
用  途 種 類 場   所 

職員宿舎 建 物 
杁中住宅 
（愛知県名古屋市昭和区川名山町128番地4） 

職員宿舎 建 物 
陶生町宿舎 
（愛知県名古屋市昭和区陶生町2丁目15番地） 

 
  ②使用しなくなる日 

場  所 種 類 使用しなくなる日 
杁中住宅 建 物 令和７年４月 
陶生町宿舎 建 物 令和８年４月 

 
  ③使用しないという決定を行った経緯及び理由 
   杁中住宅、陶生町宿舎の職員宿舎については、築年数が 50 年を超えており、耐震性が充分でなく老朽化の

激しい建物であるため、近年の住宅事情や昨今の厳しい財政事情を考慮して、職員宿舎としての建替等は行
わず廃止するという決定を行いました。 

 
 ④将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額 
                                         （単位：千円） 

場  所 種 類 帳簿価額 回収可能ｻｰﾋﾞｽ価額 減損額の見込額 
杁中住宅 建 物 5,673 ― 5,673 
陶生町宿舎 建 物 2,017 ― 2,017 

 
Ⅺ．資産除去債務関係 

資産除去債務の主な内容は、｢建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（法律第１０４
号 平成１２年５月３１日）」に基づく、当法人の主要な施設に係る建設資材の再資源化等に
要する費用と、「放射性同位元素等の規制に関する法律（法律第１６７号 昭和３２年 6月１
０日）」に基づく、放射性物質の除去等に要する費用であります。 
資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は２年～５０年、割引率は 0.20％～2.30％を

採用しております。 
 

当事業年度における資産除去債務の残高の推移 
期首残高  1,126,517千円 
時の経過による調整額 12,330千円 
新規取得による増加額 80千円 
見積りの変更による減少額 △220千円 
資産除去債務の履行による減少  △56,776千円 
期末残高 1,081,932千円 

 
Ⅻ．退職給付関係 
１．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度及び国家公務員共済組
合法の退職等年金給付制度を採用しております。非積立型の退職一時金制度では、給与と勤務
期間に基づいた一時金を支給しており、岐阜大学においては原則法により、名古屋大学におい
ては簡便法により、退職給付債務、退職給付引当金、及び退職給付費用を計算しております。 
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２．確定給付制度 
（岐阜大学） 
（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 961,781千円 
勤務費用 169,549千円 
利息費用 7,338千円 
数理計算上の差異の当期発生額 △158,706千円 
退職給付の支払額  △62,674千円 
過去勤務費用の当期発生額         ― 

期末における退職給付債務  917,289千円 
 

（２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 
非積立型制度の退職給付債務 917,289千円 
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 917,289千円 
退職給付引当金 917,289千円 
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 917,289千円 

 
（３）退職給付に関連する損益 

勤務費用 169,549千円 
利息費用 7,338千円 
数理計算上の差異の当期の費用処理額 △158,706千円 
過去勤務費用の当期の費用処理額          ― 
臨時に支払った割増退職金          ― 
合計   18,181千円 

 
（４）数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しております。） 
 割引率 1.294% 

 
（名古屋大学） 
（１）簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付引当金 595,399千円 
退職給付費用 193,386千円 
退職給付の支払額 △56,197千円 

期末における退職給付引当金  732,588千円 
 

（２）退職給付に関連する損益 
簡便法で計算した退職給付費用 193,386千円 

 
３．退職等年金給付制度 

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は 379,748千円であります。 
 

XIII．重要な後発事象 
       該当事項はありません。  
 

 
  財務諸表は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
  ただし、利益の処分に関する書類は、円単位で表示しております。 
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